
名古屋大学・生命農学研究科・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１３９０１

基盤研究(B)（海外学術調査）

2018～2015

国際的な気候変動・森林保全政策下で住民の生計向上を促進するコミュニティ林業の創出

Creation of community forestry for promoting livelihood improvement of local 
people under international climate change policy and forest conservation policy

００３７２０８７研究者番号：

原田　一宏（Harada, Kazuhiro）

研究期間：

１５Ｈ０５１２２

年 月 日現在  元   ８ ３０

円    13,000,000

研究成果の概要（和文）：東南・南アジアでは、政策と密接に関連した、各国各地域の実情に即した様々な形態
のCFが存在していた。ブータンやベトナムでは、CFが国立公園と関連しており、ベトナムやインドネシアでは、
CFが森林認証制度による認証材の生産と関連しており、インドネシアではCFが慣習林管理と関連おり、カンボジ
アではCFがREDD+のような国際的な気候変動緩和政策と関連していた。CFは、住民が日常的に必要な木材などを
供給するといった便益をもたらす場合もあったが、CFが住民に適切に利益配分が与えていなかったり、CFよりも
野生動物の保護が重視されたりして、住民がCFからの便益を得られていない場合もあることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：Southeast and South Asia had various forms of CF in each region, with 
closely related with policies. CF in Vietnam and Indonesia was related with national parks, and CF 
in Indonesia was related with certified wood production under the forest certification system. CF in
 Cambodia was related with conventional forest management. CF in Cambodia was related with 
international climate change mitigation policies such as REDD +. In some cases, CF had the benefit 
of providing local people with necessary timbers etc. on a daily basis. However, while CF has not 
properly provided benefits to local people, and wildlife protection has been emphasized over CF, it 
was cleared that in some cases local people may not have benefited from CF.

研究分野： 森林政策学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は、国際的に議論されている気候変動緩和・森林保全政策とも密接に関連している地域住民による森林
管理の一形態であるCFを取り上げたもので、調査研究の結果、CFが森林保全や地域住民の生計向上には有効であ
ることが明らかになった。本研究の成果は、今後の東南・南アジアの持続可能な森林管理の指針となりうるもの
であり、さらには、地球温暖化防止につながるものでもある。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１． 研究開始当初の背景 

熱帯アジアの森林のほとんどは、植民地時代の名残で、政府が管理（国有林）している。政府にとっては国有林を管理し、
いかに森林を保全・利用するかが最大の関心事である。一方、世界に５億人はいるといわれている、熱帯林から日常的に必
要な燃材や建材、薬を採取し、熱帯林を切り開いて農作物を生産しながら生活している地域住民の最大の関心は、森林管
理・保全よりも、森林からいかに食料を安定的に確保できるか（フードセキュリティ／食の安全保障）である。そのため、途上国
の政府は、国有林に依存しなければ生きていけない地域住民を、いかに森林管理に取り組むのかということを重要な課題とし
て常に認識してきた。その解決策の一つとして、長年にわたり実践されてきたのが、各国で行われてきた国有林地でのコミュ
ニティ林業、あるいはコミュニティフォレストリー（以下、CF）である。各国の森林や生物多様性の保全、住民の土地利用権や
食料確保に寄与してきた CF は国レベルのローカルな森林管理政策として今後とも有効なものであると考えられている。 

 
２．研究の目的 

本研究の目的は、東南・南アジア諸国の CF の事例分析に基づき、従来の主流である政府主導の CF を基盤としながらも、
新たな気候変動・森林保全政策に対応しながら、住民により多くの利益をもたらす CF 創出のための社会・経済的条件を明ら
かにすることである。その上で、新たな CF モデル創出のための複数の制度オプションを提示する。 

 
３．研究の方法 

調査対象国であるインドネシア・カンボジア・ベトナム・ネパール・ブータンにて次のような調査方法によって研究を行う。現
地にて、対象となる CF に関わる政府関係者への聞き取り、参加農民への質問票を用いた収入・土地利用に関する世帯調査
を実施する。 
 
４．研究成果 
 （小課題 1）「国内の政府主導型の森林管理政策としての CF」（国レベル）の政策および事例の分析（対象国は、インドネシ
ア・ベトナム） 
（インドネシア） 
インドネシア・クリンチ県におけるソーシャルフォレストリープログラムの実施について調査を行なった。村落に近く重要な水源
を持つ森林は「慣習林」として地域住民に「所有権」が与えられ、利用する森林は「村落林」として地域住民に「管理権」が与え
られることが明らかとなった。慣習林においては木材の利用が禁止されているが村外から慣習林に侵入し伐採が行われてい
る報告があり、村落林においてはその境界を超えて国立公園内の開拓に従事する者が後を絶たない現実が明らかとなった。
森林開拓に頼らない代替的な生計手段の確立が必要であると示唆された。 
（ベトナム） 
森林保全と地域住民の生計向上を目的とした政策の影響について、ベトナムを対象として分析を行った。ベトナム政府は 2012
年に国有林の保全と開発に関わる「24 号決定」を制定した。その一環として国立公園の森林保護と周辺住民の生計向上を目的に、バッ
ファーゾーンのコミュニティ開発支援策が実施されていた。具体的には、国立公園管理事務所が森林への経済的依存度が高い村を選
定し、林産物の採集を止めることを条件に現金を支給するという政策である。補助金の具体的な使途は村の裁量に任されているが、政
策対象村の選定基準は国立公園への侵入があることと貧困世帯が多いことであった。調査対象を中北部地域に位置する Bach Ma 国立
公園とし、そのバッファーゾーン内の 3 村に居住する 95 世帯への訪問面接調査を行った。その結果、村全体の需要が優先され、必
ずしも貧困世帯が選定されず、森林劣化に関わっていない世帯にまで利益が配分されたこと、貧困世帯が選定された場合も、
技術供与がないことや所有地面積が少ないことが理由で、生計向上につながらないケースが見られた。政府は村の需要だけ
を優先するのではなく、村ごとの管理および目的達成能力を考慮した政策をデザインする必要があると結論づけた。 
 
（小課題 2）「国内の住民主導型の森林管理政策としての CF」（国レベル）の政策および事例の分析（対象国は、インドネシ
ア・ブータン） 
（インドネシア） 
インドネシアのリアウ諸島州のコミュニティ人工林（HTR）協同組合を事例に、マングローブの管理状況と HTR 政策の効果に
ついて調査を行った。リアウ諸島州では伝統的にマングローブを原料とする炭焼きが行われてきたが、現在多くのマングロー
ブ林は保護対象のため伐採が禁止されており、違法状態で製炭業を営む住民も見られる。HTR 協同組合では「マングローブ
を 1 本伐採したら 4 本植える」という規則を定めており、マングローブ人工林を持続的に管理することによってマングローブ天
然林を保護しながら製炭業を営む取り組みがなされていることが明らかになった。また HTR 協同組合は住民の伝統的で違法
な製炭業を合法化し、生計を支援する有効な政策手段の一つであることが示唆された。 

インドネシアの東ヌサテンガラ州で、慣習林の認定プロセスの進捗状況と地域住民による森林管理について調査を行った。
村長や慣習法長へのキーインフォーマントインタビューの結果、地域住民は「Suf」と呼ばれる自然資源を管理する独自の慣
習的なルールを民族グループ単位で維持していることが明らかになった。また国有林における慣習林の認定プロセスの進行
によって、従来の政府と住民との間の土地紛争に加えて、慣習法共同体間で土地の境界をめぐる争いが発生していることも
明らかになった。東ヌサテンガラ州では政府の法律に基づく近代的土地権と地域住民の慣習法に基づく慣習的土地権の複
数の合法性が共存しており、近代的土地権と慣習的土地権の異なる合法性の調和がコミュニティ林業の推進に重要であるこ
とが示唆された。 
（ブータン） 
ブータンでは、国立公園内でもコミュニティフォレストリーが実施され、住民が作成した森林管理計画に基づき、年間許容伐採
量が厳密に決められ、それに基づいて住民が持続的に建材や年材を取得していることが明らかになった。メンバーは、建材、
燃材などあらゆる木材産物を CF から伐採したい際には、許可を得る必要があり、許可を得た木材を伐採・搬出した際には、
伐採した木の太さに応じて、CF 委員にロイヤリティを支払う必要があった。たとえば、燃材を例にとると、メンバーは 1 年に 1 回、
1～2 本の木材を CF から木材を搬出・伐採することが許可されていた。住民はまず、自分たちが伐採したい木材を決め、その
木材が伐採しても生態的に問題がない木かどうかを見極めるために、メンバー、CF 委員、地方行政官が伐採木を実際に見
に行き、地方行政官が問題ないと判断すると、樹木にマーキングをした。メンバーは CF 委員にロイヤリティを支払い（40 ニュ



ルタム）、一定期間内に伐採をする必要がある。一方、非木材産物に関しては、CF 内外に関わらず、自家消費用であれば、
特に許可なく採取することが許されていた。 
 
（小課題 3）「国際的な気候変動・森林保全政策に関わる CF」（国際レベル）の政策および事例の分析（対象国は、ネパール
とカンボジア） 
（ネパール） 
ネパールのチトワン国立公園が 1973 年に設立される以前は、地域住民はこの地域の森林を利用しながら生活をしていた。し
かし現在は、国立公園内に侵入したり、森林資源を採取したりすることは法律で禁止されている。1996 年には、国立公園と住
民のバッファーゾーンが設定された。バッファーゾーンの目的は、地域住民がバッファーゾーン内の森林資源を有効に利用
できるようにするとともに、エコツーリズム活動を実施することである。バッファーゾーン内でのエコツーリズム活動は、国立公園
当局の主要な収入源ともなったが、エコツーリズムは住民には必ずしも歓迎されてわけではないことが明らかになった。その
理由としては、エコツーリズムの収入が個人の収入には結びつかないこと、バッファーゾーン内での住民の活動が制限された
ことがあげられる。また、エコツーリズムの推進のため、ゾウやサイ、トラなどの野生動物の保護が強化されたことにより、野生動
物による住民への被害が増加していることが明らかになった。 
（カンボジア） 
カンボジアでは、近年のカンボジアの REDD+やコミュニティフォレストリーの政策の進展について分析した。現在、カンボジア
ではコミュニティフォレストリーに関わる２つの REDD+プロジェクトがあるが、炭素クレジット価格が不透明でクレジット購入者が
いない中プロジェクトが失速気味で、今後どのようにプロジェクトを実施していくか不透明な部分があることが明らかになった。 
 
（小課題4）「国際NGOの森林管理政策に関わるCF」（国際レベル）の政策および事例の分析（対象国は、インドネシアとベト
ナム） 
（インドネシア） 
PEFC Stakeholder Dialogue に出席し、PEFC 認証の動向について情報収集を行った。その結果、インドネシアの IFCC 認証は、
PEFC 認証は相互認証を開始しており、またコミュニティ林業を対象とした森林認証が開発中であることが分かった。SGEC 認
証（日本）や CFCC 認証（中国）も PEFC 認証と相互認証を開始しており、将来インドネシアのコミュニティ林業も IFCC 認証を
取得することで国際市場へのアクセスが容易になる可能性がある。しかし一方で、IFCC 認証を取得している者の中には国際
環境 NGO から激しい非難を浴びている産業造林会社も含まれており、IFCC のコミュニティ林業に対する効果は今後慎重に
分析される必要があることが示唆された。 
（ベトナム） 
木材産業が発展し、森林認証取得も盛んなベトナムにおいて、森林認証が普及・拡大している制度的条件を探るため、森林
認証開発担当者、認証取得企業及び農民グループへの聞き取りを行った。 

その結果、全国レベルにおける森林認証普及・拡大の要因は、政府による国際森林認証（FSC）の取得に向けた積極的な
サポート、および国内の新規認証制度（VFCS）開発への取り組みによるものであることが明らかになった。調査対象としたベト
ナム中部 Quang Tri 省においては、企業や農民グループに対する政府による認証取得に向けた森林認証団体（FSC）との間
の積極的なコーディネートや取得希望企業・グループへの技術的指導が行われた結果、早期に認証を取得することができ、
認証面積・取得件数も増加していた。このように、認証取得普及・拡大の制度的条件は政府による積極的なサポートであった
が、これに加え、企業・農民グループが認証を取得した動機は国内外の市場へのアクセスであり、販売先の企業や国際市場
といった需要側が認証材を求めていることに対応することも森林認証普及・拡大につながることが明らかになった。 
 
（小課題 5）新たな CFモデル創出のための政策オプションの提示 
2018 年 10 月にインドネシアにおいて国際シンポジウムを開催し、シンポジウムの中で、 ‘Forest and Environment’という１部門
を設けて、今までの研究成果を公表し、議論した。 気候変動・森林保全政策に対応し、住民に安定的・持続的な生計向上
の機会を与える CF へと発展するための促進条件としては、「住民への土地権の保障」、「バッファーゾーンの有効活用」、「慣
習林管理の実態の認知」、「REDD+といった国際的な政策の推進」があげられ、制約要因としては、「中央行政・地方行政・企
業・地域住民との不十分な協力体制」、「自然保護と住民の利益の不適格な資源配分」があげられ、これらを考慮した政策オ
プションの検討の必要性が明らかになった。 
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